


















































Laudon and Traver (2010) は､ インター





電子商取引を Laudon and Traver (2010)
のように､ インターネットによるものだけに
限定して､ 狭く捉えることがあるが､
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製造業者 (あるいは生産者) が､ 小売業者
を中抜きして消費者に直接商品を販売するこ









































































ることが指摘される｡ 出版社は､ 印刷､ 製本
については他の企業への委託で行っているこ

















































































カー､ 化粧品メーカー､ 食品メーカー､ コン
ピューターメーカー等は､ その製品を消費者・
顧客にネットで直接販売することがある｡ ま





































































てみることにしよう｡ 例えば､ Turban, Lee,
King and Chung (2000) であるが､ 彼らは
次のような電子中間業者の存在を認めている｡
Turban, Lee, King and Chung (2000)
によれば､ 電子中間業者としての小売業者に
は､ 純粋電子中間業者と部分的電子中間業者

















































































































































いる事業者のうち､ 年間売上高が 1,000 万円
未満の事業者が 64.4％となっている｡ さら























































































































































































































Turban, Lee, King and Chung (2000) や
Turban, King, Vieland and Lee (2006)､
Hoffman, Novak and Chatterjee (1997)
が､ 電子商取引の企業とっての利点として挙
げているものを検討してみよう(14)｡ Turban,
Lee, King and Chung (2000) ､ Turban,
King, Vieland and Lee (2006) や Hoffman,
















































































































































































2008 年度は 6兆 890 億円であったとしている｡
経済産業省商務情報政策局情報経済課編
(2009)､ 22～24 ページ､ 35～36 ページを参照
のこと｡
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 Turban, King, Vieland and Lee (2006), p. 4.
 Laudon and Traver (2010) p. 1-8 (chapter
1, p. 8).
 こうした点については､ 高橋 (2001a)､ 143
ページを参照のこと｡
 電子出版については､ 『Web & Publishing 編
集会議』 広報会議 2010 年 11 月号別冊､ 宣伝
会議､ 2010 年の ｢電子出版｣ の特集を参照の
こと｡
 Turban, Lee, King and Chung (2000), p. 50.
 Ibid., pp. 50-51. 以下の電子流通業者の具体
例については､ ibid., p. 51 を参照のこと｡
 経済産業省経済産業政策局調査統計部編
(2010)､ 12 ページ｡





は､ 『食品商業』 2009 年 10 月号､ 商業界､
15～41 ページの ｢ネットスーパー｣ の特集記
事を参照のこと｡
 この改正薬事法を巡る問題については､ 『週刊
東洋経済』 2009 年 3 月 7 日号､ 東洋経済新報
社､ 30～31 ページを参照のこと｡
 例えば､ 卵のネット通販のさいに､ アレルギー
の人にも大丈夫と根拠のない広告が業者によ
りなされていることが消費者庁により明らか
にされた｡ 『朝日新聞』 2010 年 10 月 30 日付
け記事を参照のこと｡
 Turban, Lee, King and Chung (2000), pp.
14-16. Turban, King, Vieland and Lee
(2006), pp. 25-26. Hoffman, Novak and
Chatterjee (1997), pp. 33-36.
 化粧品メーカーのネット通販への動きについ
ては､ 『日本経済新聞』 2010 年 9 月 8 日付け
記事､ 『国際商業』 2010 年 9 月号､ 国際商業
出版､ 20～39 ページを参照のこと｡
 こうしたリアルとネットの補完関係について
は､ 『週刊ダイヤモンド』 2009 年 11 月 28 日
号､ ダイヤモンド社､ 37 ページを参照のこと｡
 こうした点については､ 高橋 (2001a) 133～
136 ページを参照のこと｡
 ｢巣ごもり消費｣ ｢訳あり商品｣ については､




配慮の問題に関しては､ 『国際商業』 2010 年 9
月号､ 国際商業出版､ 23 ページを参照のこと｡
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